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対象システムと問題状況

首都直下地震で予想される最大の被害：火災

◆当該地域の状況
火災は周辺の建造物や可燃物に延焼するため、火災状況は常に変化し続ける

◆周辺住民
避難地への道中には、通行不能あるいは火災で通れない道路が存在する。

スマホなどのネットワークインフラは混雑・破損によって機能しないので、避難時の状況把握は住民がその目で
見るか近くにいる人から聞くなどの方法しかない。
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地震による火災が発生した市街地とその住民
住民が生存のために、状況を認知しながら、適切な経路で避難地へ向かう場

対象システム

問題状況

混乱している状況では、情報の聞き違いや受け取り方の違いが起きやすい。しかし、一人だけで得
る情報には限界がある。

従って、住民にコミュニケーションをとらせるべきかどうかわからない。

行政の対策



分析目的とシナリオ

◆避難時のコミュニケーションは有効か？
災害時のコミュニケーション推進あるいは抑制

◆情報の誤伝達の影響は？
誤伝達率が影響小→「多少の間違いがあっても情報は共有すべき」

誤伝達率が影響大→誤伝達の発生を抑える対策を
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コミュニケーション率（0, 0.25, 0.5, 0.75, 1）

×

誤伝播率（0.001, 0.002, 0.003）

分析目的

シナリオ



モデルコンポーネント

住民の行動

✓火災は一定距離の可燃物に一定確率で延焼

✓住民は避難地へ火災を避けながら移動

✓同区画内の住民に火災情報を伝達可

✓情報伝達には一定確率で誤りが混入

✓住民の移動方向は数式によって評価

概念モデル
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内部モデル
• 認知マップ
• 現在地の位置
• 視野

避難所

周辺の火災等を認知

同区画の住民へ
情報発信

移動地点候補評価
・移動

同区画の住民から
情報取得

◼ 住民の行動フロー



定式化：環境

◆ セルに区分けする

◆ 各セルに火災、可燃物、通行不可の状況を表す

◆ 各セル 𝑖, 𝑗 の状態𝑥𝑖,𝑗は次の5通り

𝑥𝑖,𝑗 ∈ {0,1,2,3,4}

状態④のセルは周辺の状態②, ③のセルを相対距

離𝑑に応じた確率𝑃𝑠(𝑑)（延焼率）で状態④に変える

可燃物 火災 通行
0 無 無 可
1 無 無 不可
2 有 無 可
3 有 無 不可
4 有 有 不可

現実マップ例

⓪ ⓪ ① ③ ②

① ① ② ④ ①

② ① ③ ③ ②

⓪ ② ② ④ ③

① ② ① ⓪ ②

現実マップ
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定式化：エージェント（内部モデル）

➢各エージェント𝑖の現在の位置：

𝑆𝑖 = (𝑥, 𝑦) ; 𝑥, 𝑦 = 0,⋯ , 𝑛

➢各エージェント𝑖は認知マップ

𝑅𝑒𝑐𝑜𝑖 𝑀𝑖𝑥𝑦 ; 𝑥, 𝑦 = 0,⋯ , 𝑛

𝑀𝑖𝑥𝑦：エージェント𝑖が認知しているセル(𝑥, 𝑦)の状態

➢エージェント𝑖の視野

𝑆𝑖𝑔ℎ𝑡(𝑖)
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𝑥

𝑦

𝑆𝑖
𝑆𝑖𝑔ℎ𝑡(𝑖)

𝑅𝑒𝑐𝑜𝑖 𝑀𝑖𝑥𝑦 ; 𝑥, 𝑦 = 0,⋯ , 𝑛 エージェント𝑖 ∈ 1,⋯ ,𝑁𝑢𝑚𝑂𝑓𝐴𝑑

の内部モデル
認知マップ



定式化：エージェント（行動モデル）
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周辺の火災等を認知

同区画の住民へ
情報発信

移動地点候補評価
・移動

同区画の住民から
情報取得

◼ 住民の行動フロー

現在の位置𝑆𝑖 = (𝑥, 𝑦)のまわりの情報を視野𝑆𝑖𝑔ℎ𝑡(𝑖)に応じ
て認識し、火災のセルがあれば認知マップ𝑅𝑒𝑐𝑜𝑖 𝑀𝑖𝑥𝑦 のそ

のセルの情報を更新

各エージェント𝑖は同じセル(𝑥, 𝑦)に、別のエージェントが存在

する場合、一定の確率𝑃𝑐𝑜𝑚（コミュニケーション率）で情報

交換し、自分の認知マップの火災の位置を相手に伝える

ただし、一定の確率（誤伝達率）で誤った情報を伝える

各エージェント𝑖は、評価関数𝑓(𝑐)に応じて、避難所へ向かう

ための進行方向を決めて、1マス移動する

𝑓 𝑐 = 𝑤𝑓 × 𝑐𝑓 + 𝑤𝑖 × 𝑐𝑖 + 𝑤𝑑 × 𝑑 + 𝑤𝑏 × 𝑏

スコア最小のセル（縦横４つ）に移動



デモンストレーション
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分析結果

コミュニケーション率（0, 0.25, 0.5, 0.75, 1）に応じた死亡エージェント数
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コミュニケーション率＝0.5のとき最大死亡エージェント数の値が小さい

コミュニケーション率＜0.5の場合、情報共有がなされず死亡する可能性がある

コミュニケーション率＞0.5の場合、誤った情報が広がり死亡する可能性がある



分析結果
誤伝播率（0.001, 0.002, 0.003）に応じた死亡エージェント数
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コミュニケーション率=1の場合、

誤伝播率=0.003になると

最大死亡エージェント数が大きくなる



まとめ

地震による大規模火災における避難は

コミュニケーション率（0, 0.25, 0.5, 0.75, 1）のうち

コミュニケーション率＝0.5のとき、最も死亡数が少ない
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結論：
ある程度のコミュニケーションは効果的
誤情報が錯綜する状況下では逆に致命的

行政がとるべき対策：
コミュニケーションを促しつつも誤伝達の発生を抑える対策

例）マップチェック機能の付いたオフラインで利用できる避難アプリケーション
や書き込みできる紙媒体での周辺地図の普及



分析結果
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